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業務及び財産の状況に関する説明書 

【２０２２年１２月期】 
 

 

 

 

 

 

 

 この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所若し

くは事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表す

るために作成したものです。 

 

 

 

フィデリティ証券株式会社 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

 １．商号 

   フィデリティ証券株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

   ２００７年９月３０日（関東財務局長（金商）第１５２号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

   年    月 沿        革 

１９９７年 ６月 

フィデリティ・ブローカレッジ・サービシズ（ジャパ

ン）・ 

エル・エル・シー（フィデリティ証券会社） 

証券業免許取得、東京支店設置 

１９９７年１２月 営業開始 

１９９８年 ４月 投資信託の販売活動開始 

２００２年 ４月 変額個人年金保険の募集取扱開始 

２００２年 ９月 外国投資信託の販売取扱開始 

２００４年１２月 

 

 

 

 

 

 

FBS証券（準備）株式会社 証券業登録 

FBS証券（準備）株式会社よりフィデリティ証券株式会

社に商号変更 

フィデリティ・ブローカレッジ・サービシズ（ジャパ

ン）・エル・エル・シー東京支店よりフィデリティ証券

株式会社へ営業の全部譲渡 

フィデリティ証券株式会社営業開始 

２００５年 １月 特定口座制度の取扱いを開始 

２００７年 ９月 金融商品取引業登録（第一種金融商品取引業） 

２００８年 １月 株式委託取引の取次ぎ業務開始 

２０２０年１１月 金融商品取引業変更登録（投資助言・代理業を追加） 
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  (2) 経営の組織 

 

  
 

 ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

1.ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 92,400 株 100.00％ 

計１社 92,400 株 100.00％ 

 

 ５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 デレック・ヤング 有 常勤 

取締役副社長 和田 浩己 － 常勤 

取締役兼財務部長 前岡 伸幸 － 常勤 

取締役 リン・リー － 非常勤 

取締役 メイ・フェイメイ・リー － 非常勤 

監査役 レイモンド・フォン － 非常勤 
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６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課

長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を

代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

 

氏   名 役  職  名 

久保 哲郎*                  執行役員法務・コンプライアンス本部長                          

小川 直子                  コンプライアンス部副部長                         

     *マネー・ロンダリング・テロ資金供与対策に係る責任者 

 

  (2) 投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又

は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（そ

の指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条

第８項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行

う者を含む。）の氏名   

氏   名 役  職  名 

菊地
き く ち

 利
と し

充
み つ

  事業開発部 アドバイザーチーム長 

菅原
すがわら

 城
じょう

治
じ

 事業開発部 アドバイザーチーム シニアマネージャー 

黒柳
くろやなぎ

 陽
よ う

介
す け

 事業開発部 アドバイザーチーム アシスタントマネージャー 

田島
た じ ま

 円子
ま ど か

 事業開発部 アドバイザーチーム シニアスペシャリスト 

峰島
みねじま

 陽子
よ う こ

 事業開発部 アドバイザーチーム スペシャリスト 

 

７．業務の種別 

（1）金融商品取引業 

金融商品取引法第２条第８項各号に定める業務のうち下記の業務 

① 有価証券の売買の媒介、取次ぎ又は代理（第２号） 

② 取引所金融商品市場における有価証券の売買取引の委託の取次ぎ（第３号） 

③ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い（第９号） 

④ 投資助言・代理業（第１１号及び第１３号） 

⑤ 顧客からの金銭又は有価証券等の保護預り（第１６号） 

⑥ 社債等の振替（第１７号） 

 

（2）付随業務 

金融商品取引法第３５条第１項に定める業務 
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 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営

業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

  

名   称 所  在  地 

 

本店 

 

〒106－0032     

  東京都港区六本木七丁目７番７号 

 

 

沖縄営業所 

 

〒900-0021 

沖縄県那覇市泉崎一丁目 20番 6号 

 

９．他に行っている事業の種類 

(1)兼業業務 

金融商品取引法第３５条第２項第７号に基づき、金融商品取引業等に関する内閣府令 

第６８条第５号で定める、保険業法第２条第２６項に規定する保険募集に係る業務 

 

(2)その他業務 

・ 金融商品取引法第３５条第４項の規定に基づき承認を受けた関係会社等の業務の遂行の

ための業務 

・ 顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

   

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

当社の金融商品取引法上の業務に関する苦情及び紛争の解決については、社内規程に定

める社内措置を講じるほか、当社の行う金融商品取引法上の第一種金融商品取引業務に関

しては、特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターとの間で特定第一種

金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結する措置を講じております。また、当社

の行う金融商品取引法上の投資助言・代理業務に関しては、金融商品取引業等に関する内

閣府令第１１５条の２第１項第２号及び同条第２項第 1 号に掲げる措置を、特定投資助

言・代理業務に関する苦情等処理措置として講じており、加入協会が行う苦情等の解決に

より、金融商品取引業等業務関連苦情等の処理を図っております。 

   

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

   日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   該当ありません。 
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13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 

 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

    

１．当期の業務の概要 

 

当期の日本経済は、資源高の影響などを受けつつも、新型コロナウイルス感染症抑制と経

済活動の両立が進むもとで、持ち直しました。一方、日経平均株価は、概ね軟調に推移し、

12 月末は 2 万 6,094 円で取引を終えました。わが国の公募証券投資信託の年度末の純資

産は、前年度末と比較して 4％減少し、157兆 1,991億円でした。 

 

 当期は、投資信託の販売が堅調に推移した結果、純営業収益は 2,013百万円でした。 

  

販管費及び一般管理費は 3,777百万円となりました。主な支出は、人件費（1,187百万円）

でした。 

  

その結果、当期の営業損失は 1,763百万円、営業外損益を加えた経常損失は 1,761 百万円

となりました。繰延税金資産・負債の調整を加味し、税引後の当期純損失は 1,277 百万円

でした。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 2021年 3月期 2021年 12月期 2022年 12月期 

資本金 10,857 10,857 11,757 

発行済株式総数 92.3千株 92.3千株 92.4千株 

営業収益 2,070 1,676 2,018 

（受入手数料） 2,070 1,676 2,018 

 （（委託手数料）） 120 68 81 

 （（引受け・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の

手数料）） 

- - - 

（（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取

扱い手数料）） 

13 8 1 

 （（その他の受入手数料）） 1,935 1,599 1,936 

  （((受益証券))) 1,461 1,289 1,581 

  （((業務委託手数料))) 473 304 343 

  （((その他))) - 5 10 

（トレーディング損益） - - - 

 （（株券等）） - - - 

 （（債券等）） - - - 

 （（その他）） - - - 

純営業収益 2,067 1,674 2,013 

経常損失 1,696 1,423 1,761 

当期純損失 950 1,108 1,277 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

①  株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 2021年 3月期 2021年 12月期 2022年 12月期 

自   己 - - - 

委   託 248,313 169,635 232,954 

計 248,313 169,635 232,954 
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①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

該当ありません。 

 

    ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状

況（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るもの

を除く。） 

 

（単位：千株、百万円）   

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出し

の取扱

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

2021 

年 

3 

月 

期 

株券        

国債証券        

地方債証券 
   

  

   

  

   

  
     

  

   

   

  
     

特殊債券 
   

  

   

  

   

  
                 

社債券        

受益証券    438,050  14,405  

その他 
   

  

   

  

    

  
                 

2021 

年 

12 

月 

期 

株券        

国債証券        

地方債証券 
   

  

   

  

   

  
                  

特殊債券 
   

  

   

  

   

  
                 

社債券        

受益証券    335,591  18,639  

その他 
   

  

   

  

    

  
                 

2022 

年 

12 

月 

株券        

国債証券        

地方債証券 
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区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出し

の取扱

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

期 
特殊債券 

   

  

   

  

   

  
                  

社債券        

受益証券    353,939  15,809  

その他 
   

  

   

  

    

  
                  

 

② -2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証

券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの

状況（電子募集取扱業務に係るものに限る。） 

該当ありません。 

 

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証

券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（電子記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

該当ありません。 

 

(3) その他業務の状況 

    (単位：百万円) 

その他の受入手数料 

2021年 3月期 2021年 12月期 2022年 12月期 

473 304 343 

     (注)主な業務内容は、関係会社に対する ITに係る受託業務となっています。 

  

(4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2021年 3月期 2021年 12月期 2022年 12月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
428.5% 315.0% 380.0% 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
4,672 3,497 4,058 

リスク相当額 

（Ｂ） 
1,090 1,109 1,067 

 
市場リスク相当額 - - - 

取引先リスク相当額 153 101 99 
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基礎的リスク相当額 936 1,008 968 

暗号資産等による控

除額 
- - - 

 

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 2021年 3月期 2021年 12月期 2022年 12月期 

使用人 154人 152人 156人 

（うち外務員） 50 人 52人 49人 

    

  (6)  役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

該当ありません。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

     
第 22期 

(2021年 12月 31日) 

第 23期 

(2022年 12月 31日) 

科目 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資産の部)     

 Ⅰ流動資産     

 1. 現金及び預金  6,181  4,528 

 2. 預託金     

  (1)顧客分別金信託 7,974 7,974 8,434 8,434 

 3. 募集等払込金  1,057  864 

 4. 前払費用  73  43 

 5. 未収入金  512  638 

 6. 未収収益  209  178 

 7. 繰延税金資産  -  - 

 流動資産合計  16,009  14,687 

Ⅱ固定資産     

 1. 投資その他の資産     

  (1)投資有価証券  9  9 

  (2)長期貸付金  -  - 

  (3)長期差入保証金  2  2 

  (4)繰延税金資産  102  100 

 投資その他の資産合計  115  113 

 固定資産合計  115  113 

 資産合計  16,124  14,800 
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 第 22期 

(2021年 12月 31日) 

第 23期 

(2022年 12月 31日) 

科目 金額(百万円) 金額(百万円) 

(負債の部)     

Ⅰ流動負債     

 1. 預り金     

  (1)顧客からの預り金 6,969  7,232  

  (2)その他の預り金 4,366 11,336 2,373 9,606 

  2. １年内返済予定の

長期借入金 
 -  1,000 

 3. 未払金  361  369 

 4. 未払費用  190  223 

 5. 賞与引当金  167  154 

 6. 未払法人税等  3  5 

 流動負債合計  12,059  11,358 

Ⅱ固定負債     

 1. 長期借入金  1,000  - 

 2. 退職給付引当金  281  223 

 3. その他固定負債  97  3 

 固定負債合計  1,378  226 

Ⅲ特別法上の準備金     

  特別法上の準備金合計  45  51 

 負債合計  13,483  11,636 

(純資産の部)     

Ⅰ株主資本     

 1. 資本金  10,857  11,757 

 2. 資本剰余金     

  (1)資本準備金 10,056 10,056 10,956 10,956 

 3. 利益剰余金     

  (1)その他利益剰余金     

   繰越利益剰余金 △18,272 △18,272 △19,550 △19,550 

 株主資本合計  2,641  3,163 

 純資産合計  2,641  3,163 

 負債・純資産合計  16,124  14,800 
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  (2) 損益計算書 

     

第 22期 

(自 2021年 4月 1日 

  至 2021 年 12月 31日) 

第 23期 

(自 2022年 1月 1日 

  至 2022 年 12月 31日) 

科目 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ営業収益     

 1. 受入手数料     

  (1)委託手数料 68  81  

  (2)募集・売出し・特定
投資家向け売付け勧
誘等の取扱手数料 

8  1  

  (3)その他の受入手数料 1,599 1,676 1,936 2,018 

 2. トレーディング損益  -  - 

 3. 金融収益  0  0 

営業収益計  1,676  2,018 

金融費用  1  4 

純営業収益  1,674  2,013 

Ⅱ販売費・一般管理費     

 1. 取引関係費 457  536  

 2. 人件費 1,159  1,187  

 3. 不動産関係費 176  187  

 4. 事務費 679  1,020  

 5. 租税公課 85  121  

 6. その他 545 3,103 724 3,777 

営業損失  1,428  1,763 

Ⅲ営業外収益  6  6 

Ⅳ営業外費用  1  4 

経常損失  1,423  1,761 

Ⅴ特別利益     

 1. 特別退職金戻入益 -  12  

 2. 賞与引当金戻入益 - - - 12 

Ⅵ特別損失     

 1. 金融商品取引責任準
備金繰入れ 

4  6  

 2. 特別退職金 27 31 0 6 

税引前当期純損失  1,455  1,755 

法人税、住民税及び事業税 △314  △480  

法人税等調整額 △32 △346 2 △478 
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当期純損失  1,108  1,277 

     

  (3) 株主資本等変動計算書 

 

第 22期 (自 2021年 4月 1日 至 2021年 12月 31日) 

（単位：百万円） 

 株主資本 評価・換算差額等  

 

資本金 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・

換算差

額等合

計 

純資産

合計 資本 

準備金 

その他利

益剰余金 

繰越利益 

剰余金 

2021年 4月 1日 

残高 
10,857 10,056 △17,163 3,750 - - 3,750 

当期純損失 - - 1,108 1,108 - - 1,108 

新株の発行 - - - - - - - 

事業年度中の変

動額合計 
- - △1,108 △1,108 - - 

△

1,108 

2021年 12月 31

日 

残高 

10,857 10,056 △18,272 2,641 - - 2,641 

 

第 23期 (自 2022年 1月 1日 至 2022 年 12月 31日) 

（単位：百万円） 

 株主資本 評価・換算差額等  

 

資本金 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・

換算差

額等合

計 

純資産

合計 資本 

準備金 

その他利

益剰余金 

繰越利益 

剰余金 

2022年 1月 1日 

残高 
10,857 10,056 △18,272 2,641 - - 2,641 

当期純損失 - - 1,277 1,277 - - 1,277 

新株の発行 900 900 - 1,800 - - 1,800 

事業年度中の変

動額合計 
900 900 △1,277 522 - - 522 

2022年 12月 31

日 

残高 

11,757 10,956 △19,550 3,163 - - 3,163 
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（３）個別注記表 

[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

第 22期 

(自 2021年 4月 1日 

  至 2021 年 12月 31日) 

第 23期 

(自 2022年 1月 1日 

  至 2022 年 12月 31日) 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

           時価のないもの 

        総平均法による原価法 

 

2. 引当金の計上基準 

  （１）賞与引当金・長期賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員及び役員に

支給する賞与の支払いに充てる

ため、支払見込み額のうち当期負

担額を計上しております。 

 

（２） 退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に

基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。 

過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）によ

る按分額を定額法により費用処

理しております。数理計算上の差

異については、発生年度に全額費

用処理しております。 

 

3. 収益及び費用の計上基準 

当社は、顧客への第一種金融商品取引業

に関するサービスから生じる受入手数

料により収益を獲得しております。これ

には取引手数料等に応じて贈呈される

1. 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

        市場価格のないもの 

     総平均法による原価法 

 

2. 引当金の計上基準 

（１） 賞与引当金・長期賞与引当金 

同左 

 

 

 

 

（２） 退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 収益及び費用の計上基準 

同左 
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キャッシュバックが含まれております。 

 

4. 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、「金

融商品取引法」第 46 条の 5 に定めると

ころにより算出した金額を計上してお

ります。 

 

5. その他計算書類の作成の為の基本とな

る重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理 は、

税抜方式によっております。 

 

  (2) グループ通算制度への移行に係る税

効果会計の適用 

「連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用に関する取扱

い」（実務対応報告第 39 号 2020 年３月 31

日）第３項の取扱いにより、繰延税金資産及

び繰延税金負債の額について、改正前の税法

の規定に基づいております。 

 

6. 重要な会計方針の変更 

(1) 収益認識会計基準の適用 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基

準第 29 号 2020 年 3 月 31 日)等を当事業年

度の期首から適用し、約束した財又はサービ

スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる

金額で収益を認識することとしております。

これにより、キャンペーン実施の際に顧客に

現金等をキャッシュバックするもののうち、

取引手数料等に応じて贈呈されるものにつ

いては当該対価の総額から顧客に対する支

払額を差し引いた純額で収益を認識する方

 

 

4. その他計算書類の作成の為の基本とな

る重要な事項 

(1) 金融商品取引責任準備金 

  証券事故による損失に備えるため、「金

融商品取引法」第 46 条の 5 に定めると

ころにより算出した金額を計上してお

ります。 

 

(2) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

 

(3) グループ通算制度への移行に係る税

効果会計の適用 

  「連結納税制度からグループ通算制度へ

の移行に係る税効果会計の適用に関す

る取扱い」（実務対応報告第 39号 2020

年３月 31 日）第３項の取扱いにより、

繰延税金資産及び繰延税金負債の額に

ついて、改正前の税法の規定に基づいて

おります。 

 

5. 重要な会計方針の変更等 

  該当事項はありません。 
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法に変更しております。当該変更による影響

は軽微であります。 

（2） 時価算定会計基準の適用 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計

基準第30号 2019年7月4日 以下「時価算定会

計基準」という）等を当事業年度の期首から

適用しております。時価算定会計基準19項及

び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基

準第10号 2019年7月4日)第44－2項に定める

経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわた

って適用することとし、「金融商品に関する

注記」において、金融商品の時価の評価技法

及びインプットの説明の注記を行うことと

しました。 

 

(追加情報) 

決算期の変更 

当社は、2021年6月28日開催の定時株主

総会において、定款の一部変更を決議

し、事業年度を、1月1日から12月31日ま

でに変更いたしました。その経過措置と

して、当事業年度は2021年4月1日から

2021年12月31日までの9ヶ月間となって

おります。 
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[貸借対照表に関する注記] 

第 22期 

(自 2021年 4月 1日 

  至 2021 年 12月 31日) 

第 23期 

(自 2022年 1月 1日 

  至 2022 年 12月 31日) 

1. 関係会社に対する金銭債権・債務 

 

短期金銭債権    341百万円 

短期金銭債務    145百万円 

長期金銭債務         1,000百万円 

 

2. 長期借入金 1,000,000千円は、｢金融商品

取引業等に関する内閣府令｣（平成 19年内

閣府令第 52 号）第 176 条に定める劣後特

約付借入金であります。 

 

1. 関係会社に対する金銭債権・債務 

 

短期金銭債権    501百万円 

短期金銭債務  1,101百万円 

 

 

2. １年内返済予定の長期借入金 1,000,000

千円は、｢金融商品取引業等に関する内閣

府令｣（平成 19年内閣府令第 52号）第 176

条に定める劣後特約付借入金であります。 

 

 

[損益計算書に関する注記] 

第 22期 

(自 2021年 4月 1日 

  至 2021 年 12月 31日) 

第 23期 

(自 2022年 1月 1日 

  至 2022 年 12月 31日) 

関係会社との取引高 

 

営業取引による取引高 

営業収益    289百万円 

販売費・一般管理費   985百万円 

営業取引以外の取引による取引高 

支払利息      1百万円 

 

関係会社との取引高 

 

営業取引による取引高 

営業収益    324百万円 

販売費・一般管理費 1,148百万円 

営業取引以外の取引による取引高 

支払利息      4百万円 

 

 

  [株主資本等変動計算書に関する注記]  

第 22期 

(自 2021年 4月 1日 

  至 2021 年 12月 31日) 

第 23期 

(自 2022年 1月 1日 

  至 2022 年 12月 31日) 

当事業年度末における発行済株式の種類及

び株式数 

 

普通株式      92,300株 

当事業年度末における発行済株式の種類及

び株式数 

 

普通株式      92,400株 
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 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

（単位：百万円） 

（2021 年 12月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

フィデリティ・ジャパン・ホールディングス株式会社 1,000 

 

（2022 年 12月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

フィデリティ・ジャパン・ホールディングス株式会社 1,000 

  

 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の取得価額、時価及び評価損益 

 

 （1）その他有価証券で時価のあるもの 

    該当ありません。 

 

(2) 時価評価されていない主な有価証券 

(単位：百万円) 

種類 

第 22期 

(自 2021年 4月 1日 

  至 2021 年 12月 31日) 

第 23期 

(自 2022年 1月 1日 

  至 2022 年 12月 31日) 

賃借対照表計上額 賃借対照表計上額 

その他有価証券   

非上場株式 9 9 

合計 9 9 

 

   

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の

契約価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、財務諸表について、PwC あらた有限責任監

査法人により監査を受けております。 
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Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

金融商品取引業者としてより充実・強化した内部管理体制を敷くため、当社内部管理部

門の職員はフィデリティ投信株式会社の職員を兼務し、業務運営の健全化を図っておりま

す。 

顧客からの苦情等については、社内規程に基づいてコンプライアンス部及び経営陣へ報

告され、速やかに解決に向けた適切な処置を講じる態勢を整備しております。また、経営

陣を含む会議体にて、苦情を含めた顧客からのご意見・ご要望について協議を行い、内容

を精査したうえで、業務運営の見直しや制度・システムの改善を行っております。 

当社における経営諸活動の全般にわたる管理・運営の制度及び業務の遂行状況を合法性

と合理性の観点から検討・評価し、その結果に基づく情報の提供ならびに改善・合理化へ

の助言・提案等を通じて、会社財産の保全並びに経営効率の向上を図ることを目的として、

業務の全般にわたって内部監査を実施しております。 

 

２．分別管理等の状況 

  (1) 金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
2021 年 12 月 31 日現在の

金額 

2022 年 12 月 31 日現在の

金額 

直近差替計算基準日の顧

客分別金必要額 

                 

7,103 7,631 

期末日現在の顧客分別金

信託額 

                  

7,974 8,434 

期末日現在の顧客分別金

必要額 

            

7,479 7,598 

 

②  有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

    イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2021年 12月 31日現在 2022年 12月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 31,050 千株     千株  31,210千株   千株 

債券 額面金額    百万円    百万円     百万円 
   百万

円 

受益証券 口数 
614,951 百万

口 

 7,046 百万

口 
596,837 百万口 8,123百万口 
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有価証券の種類 
2021年 12月 31日現在 2022年 12月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

その他 
額面金額 

(数量) 
   189千口         1百万口     

    ロ 受入保証金代用有価証券 

該当ありません。 

           

    ハ 管理の状況 

日本株式の預託・返還、国内投資信託の受益権の発生や消滅、移転は証券保管振替

機構により行われている。外国投信については FIL・インベストメント・マネジメ

ント（ルクセンブルグ）エス･エイが保管機関となります。 

 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況  

      該当ありません。        

 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12第２号に規定する権利を

除く。）に限る。）の分別管理の状況 

該当ありません。 

 

 (2) 金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

    該当ありません。 

 

(3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利

等に係るものを除く。）の状況 

     該当ありません。 

     

(3-2) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表

示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12 第２号に規定する権利を除く。）に

限る。）の区分管理の状況 

該当ありません。  

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

該当ありません。 

 

 

以  上 


